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「納付書」と「納税通知書」

「納付書」と「納税通知書」



3

「納付書」と「納税通知書」

「納付書」は、税金を払うための手段となる用紙。

「納税通知書」は＜納税の告知＞

文書により納付又は納入の告知をしなければならない
（法13条）。

その賦課の根拠となった法律及びその地方団体の条
例の規定、納税義務者の住所・氏名、課税標準額、税率、

税額、納期、各納期の納付額、納付の場所並びに納期
限までに税金を納付しなかった場合にとられる措置、賦
課に不服があった場合における救済（審査請求）の方法
等が記載

地方税法第３８３条

（固定資産の申告）

固定資産税の納税義務がある償却資産の所有者

（略）は、総務省令の定めるところによつて、毎年一月

一日現在における当該償却資産について、その所在、

種類、数量、取得時期、取得価額、耐用年数、見積

価額その他償却資産課税台帳の登録及び当該償却

資産の価格の決定に必要な事項を一月三十一日ま

でに当該償却資産の所在地の市町村長に申告しなけれ
ばならない。
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＜コメント＞

不申告者への対応で「申告漏れ資産の例示及び課税予告書の

送付」そして、「賦課更正決定」は、本来実施しなければならない

は、正しい処理の流れである。

研修で償却資産は「申告納税」か。「賦課課税」かを、質問する

と、償却資産が申告を求めているために、「申告納税」と回答す

る担当者がいる。また、いつまでも申告提出を待つと答える職員

がいるが、それは誤りである。

賦課期日に動産・不動産などの資産の存在の確
認、課税標準の把握の資料提供としての申告主
義を採用している

「申告納税」か、「賦課課税」か

「申告納税」 と「賦課課税」

＜申告納税＞
国等の税⾦について納税者⾃らが、税務署へ所得などの
申告を⾏うことにより⾃ら課税標準および税額を確定さ
せ、この確定した税額を納税者が⾃ら納付する⽅式

＜賦課課税＞
納付すべき税額がもっぱら租税⾏政庁の処分によって確
定するような課税⽅式。納める税額の計算と申告を納税
者が⾏わない⽅式。

（固定資産税の賦課期日）
第三百五十九条 固定資産税の賦課期日は、当該年度の初
日の属する年の一月一日とする。
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